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平成19年５月23日 

各  位 
会 社 名 株 式 会 社 カ プ コ ン 
代表者名 代 表 取 締 役 社 長 辻本  憲三 

(コード番号 9697 東証・大証 第一部) 
問合せ先 広 報 ・ I R 室 

(TEL 06-6920-3605) 
 

（訂正）平成 19 年３月期 決算短信の一部訂正について 
 

平成 19 年５月 18 日に発表いたしました「平成 19 年３月期 決算短信」の一部に誤りがありましたのでお知らせい

たします。なお、変更箇所は下線で示しております。 
 

【１ページ】２．配当の状況 
［訂正前］     ［訂正後］ 
 配当性向 

（連結） 
 
18年 3月期 
19年 3月期 

 
16.0 
27.9 

％ 

20年 3月期 
（予想） 

26.3  

 配当性向 
（連結） 

 
18年 3月期 
19年 3月期 

 
16.0 
27.9 

％ 

20年 3月期 
（予想） 

27.3  

 
【１ページ】３．20年３月期の連結業績予想（平成19年4月1日～平成20年３月31日） 
［訂正前］     ［訂正後］ 
 １ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
 
中 間 期 
通 期 

  
13 

113 

円  
78 
90 

銭 

 １ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

 
中 間 期 
通 期 

  
13 

109 

円  
28 
82 

銭 

 
【２ページ】４．その他 （１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 
［訂正前］ 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有 
新規  ４社 社名 CAPCOM INTERACTIVE,INC.     除外  ２社 社名 CAPCOM EUROSOFT LTD. 

CAPCOM INTERACTIVE CANADA,INC.            CAPCOM STUDIO 8,INC. 
株式会社ダレット 
CAPCOM ENTERTAINMENT KOREA CO., LTD. 

（注）詳細は、12ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 
 

［訂正後］ 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 

 
【２ページ】 (参考)２．20年３月期の個別業績予想（平成19年4月1日～平成20年３月31日） 
［訂正前］     ［訂正後］ 
 １ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
 
中 間 期 
通 期 

  
20 
75 

円  
21 
32 

銭 

 １ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

 
中 間 期 
通 期 

  
19 
72 

円  
48 
62 

銭 
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【８ページ】財政状態に関する分析 (参考)キャッシュ・フロー関連指標の推移 
［訂正前］     ［訂正後］ 

 
 
 
 

 平成 19年 3月期 
時価ベースの 
自己資本比率（％） 103.6 

インタレスト・カバ
レッジ・レシオ（倍） 222.3 

 
 平成 19年 3月期 
時価ベースの 
自己資本比率（％） 104.4 

インタレスト・カバ
レッジ・レシオ（倍） 237.3 

  
【25ページ】注記事項 （連結損益計算書関係） 
［訂正前］     ［訂正後］ 

当連結会計年度 
自 平成 18年４月 １日 
至 平成 19年３月 31日 

当連結会計年度 
自 平成 18年４月 １日 
至 平成 19年３月 31日 

 

販売費および一般管理費の主要な費目と金額は次

のとおりであります。 
販売費および一般管理費の主要な費目と金額は

次のとおりであります。 
※１ 

広告宣伝費 
販売促進費 
給料・賞与等 
減価償却費 
賞与引当金繰入額 
退職給付引当金繰入額 
貸倒引当金繰入額 
支払手数料 
研究開発費 

4,530 百万円 
986 百万円 

4,094 百万円 
517 百万円 
474 百万円 
63 百万円 
23 百万円 

1,074 百万円 
1,828 百万円 

 

※１ 

広告宣伝費 
販売促進費 
給料・賞与等 
減価償却費 
賞与引当金繰入額 
退職給付引当金繰入額 
貸倒引当金繰入額 
支払手数料 
研究開発費 

4,530 百万円 
986 百万円 

3,829 百万円 
517 百万円 
739 百万円 
63 百万円 
23 百万円 

1,074 百万円 
1,828 百万円 

 

 
【39ページ】財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 １．役員賞与に関する会計基準 

［訂正前］      
当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第4

号）を適用しております。これによる、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益に与える影響は、軽微

であります。 
 

［訂正後］ 
当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第4

号）を適用しております。これによる、営業利益、経常利益および税引前当期純利益に与える影響は、軽微であり

ます。 
 

【39ページ】表示方法の変更 
［訂正前］     ［訂正後］ 

当事業年度 
自 平成 18年４月 １日 
至 平成 19年３月 31日 

当事業年度 
自 平成 18年４月 １日 
至 平成 19年３月 31日 

（損益計算書関係） 
受取賃貸料、為替差益および業務受託収入につきまして

は、営業外収入の 100 分の 10 以下となっており、重要

性がないことから、営業外収入の「その他」に含めて表

示しております。なお、当事業年度の「その他」には、

受取賃貸料 23百万円、為替差益 39百万円および業務受

託収入 22百万円がそれぞれ含まれております。 

  

（損益計算書関係） 
受取賃貸料、為替差益および業務受託収入につきまして

は、営業外収入の 100分の 10以下となっており、重要

性がないことから、営業外収入の「その他」に含めて表

示しております。なお、当事業年度の「その他」には、

受取賃貸料 25百万円、為替差益 39百万円および業務受

託収入 20百万円がそれぞれ含まれております。 
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【41ページ】注記事項 （損益計算書関係） 
［訂正前］     ［訂正後］ 

当事業年度 
自 平成 18年４月 １日 
至 平成 19年３月 31日 

当事業年度 
自 平成 18年４月 １日 
至 平成 19年３月 31日 

販売費に属する費用のおおよその割合は、33.2％で

あり一般管理費に属する費用のおおよその割合は、

66.8％であります。主要な費用および金額は次のと

おりであります。 

販売費に属する費用のおおよその割合は、33.2％で

あり一般管理費に属する費用のおおよその割合は、

66.8％であります。主要な費用および金額は次のと

おりであります。 

※２ 

広告宣伝費 
販売促進費 
給料・賞与等 
賞与引当金繰入額 
退職給付引当金繰入額 
貸倒引当金繰入額 
減価償却費 
地代家賃 
支払手数料 
研究開発費 

2,380 百万円 
521 百万円 

1,856 百万円 
398 百万円 
47 百万円 
20 百万円 

167 百万円 
606 百万円 
572 百万円 

1,364 百万円 

 

※２ 

広告宣伝費 
販売促進費 
給料・賞与等 
賞与引当金繰入額 
退職給付引当金繰入額 
貸倒引当金繰入額 
減価償却費 
地代家賃 
支払手数料 
研究開発費 

2,380 百万円 
521 百万円 

1,856 百万円 
458 百万円 
47 百万円 
20 百万円 

167 百万円 
606 百万円 
572 百万円 

1,364 百万円 

 

 
【41ページ】注記事項 （損益計算書関係） 
［訂正前］     ［訂正後］ 

当事業年度 
自 平成 18年４月 １日 
至 平成 19年３月 31日 

当事業年度 
自 平成 18年４月 １日 
至 平成 19年３月 31日 

固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 
アミューズメント施設機器 
工具器具備品 

0百万円 
14 百万円 

工具器具備品 
アミューズメント施設機器 

0百万円 
14 百万円 

※５ 

計 14 百万円 

 

※５ 

計 14 百万円 

 

 


